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第４４回 原子力災害対策本部会議 

平成２８年１２月２０日 

１０：１７～１０：２４ 

官 邸 ４ 階 大 会 議 室 

 

議事次第 

１．開会 

２．議事 

  原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針（案）（審議） 

３．内閣総理大臣あいさつ 

４．閉会 
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○菅内閣官房長官 ただいまから、第44回原子力災害対策本部会議を開催をいたします。 

 本日の議題は、「原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針について」であり

ます。 

 

（議題） 

 

○菅内閣官房長官  世耕大臣から説明をお願いします。 

○世耕経済産業大臣 原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針について、お手

元の資料１を御覧ください。 

 福島の復興の加速に向けて、地元の御要望や与党の提言なども踏まえ、新たに基本指針

の策定を行うことといたしました。基本指針のポイントについて御説明いたします。 

 １ページ目、１．まず、避難指示の解除に向けては、引き続き、あらゆる施策を総動員

して取り組んでいきます。除染や中間貯蔵施設の整備も復興の動きと連動して推進してい

きます。 

 また、帰還する方々及び当面帰還できない方々への生活再建支援策を拡充します。 

 ２ページ目、２．帰還困難区域については、特定復興拠点の整備などを盛り込んだ福島

特措法の改正法案を次期通常国会に提出します。 

 なお、特定復興拠点の除染等に要する費用の負担については、国の負担により行うもの

とします。 

 ２ページ目、３．新たな生活の開始に向けては、福島イノベーション・コースト構想の

実現をはじめ、引き続き、取組を拡充していきます。 

 次のページ、３ページ目、４．事業・生業の再建に向けては、福島相双復興官民合同チ

ームの中核組織を同法案に位置付けるなど、体制を強化します。 

 農林水産業については、営農再開支援を強化するとともに、風評被害対策を抜本的に強

化します。また、適切な農林業の賠償が行われるよう、東京電力をしっかりと指導してま

いります。 

 ４ページ目、５．廃炉・汚染水対策については、引き続き、国は前面に立って、必要な

対策を安全かつ着実に実施します。 

 ５ページ目、６．最後に、国と東電の役割分担については、国は、東京電力の改革を前

提として、託送料金の見直し、廃炉に係る資金を管理する積立金制度の創設など、必要な
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制度整備を行います。 

 また、東京電力に対しては、国による復興への取組に対して、人的・資金的な貢献を行

うよう求めます。 

 今回の基本指針に基づいて、地元ともしっかり対話をしつつ、政府一体となって福島の

復興を加速してまいります。 

 以上です。 

 

○菅内閣官房長官 ただいまの説明について、御発言があります。 

 まず、今村復興大臣。 

 

○今村復興大臣 この基本指針に基づき、復興庁としても先頭に立って、福島の復興の加

速に向けた取組を進めてまいります。 

 そのため、帰還困難区域に復興拠点を整備するための新たな制度の創設、官民合同チー

ムの体制強化、福島イノベーション・コースト構想推進の法定化、風評被害払拭に向けた

取組の強化などを盛り込んだ、福島特措法の改正案を次期通常国会に提出すべく、全力で

取り組みます。また、併せて必要となる予算・税制についてもしっかりと措置してまいり

ます。 

 引き続き、関係省庁は御協力をお願い申し上げます。 

 以上です。 

 

○菅内閣官房長官 次に、山本環境大臣。 

 

○山本環境大臣 環境省としては、帰還困難区域における特定復興拠点の整備について、

福島復興特措法など所要の法整備を受け、復興庁、内閣府等と協力して、必要な役割を果

たしてまいりたいと思います。 

 除染や中間貯蔵施設整備の全体工程の効率化については、福島復興を加速する観点から、

地元の御理解を得て、関係省庁の御協力をいただきながら進めてまいりたいと思います。

来年度には、環境省として、被災地の環境再生に関し一元的に取り組む体制を整備してま

いります。 

 放射線による健康不安については、引き続き、リスクコミュニケーション等により適切



7 

に対応してまいります。 

 東日本大震災からの復興に向け、引き続き誠心誠意取り組んでまいりたいと思います。 

 

○菅内閣官房長官 他に御発言のある方。 

 

（なし） 

 

○菅内閣官房長官 ないようです。 

 それでは、原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針について、案のとおり決

定することにしたいと思いますけれど、御異議ございませんでしょうか。 

 

（異議なし） 

 

○菅内閣官房長官 ありがとうございます。 

 ここでプレスが入ります。しばらくお待ちください。 

 

（報道関係者入室） 

（内閣総理大臣あいさつ） 

 

○菅内閣官房長官 それでは、総理、お願いします。 

○安倍内閣総理大臣 本日、福島復興の加速のための基本指針を決定しました。これは、

地元の御要望や与党提言を踏まえ、政策を具体化したものです。 

 今回の決定に従い、帰還困難区域における復興拠点の整備や官民合同チームの体制強化

などに向け、必要な措置を盛り込むため、次期通常国会で福島特措法を改正する準備を進

めます。 

 東京電力に対して非連続な経営改革を求め、その実施を前提として、費用の一部につい

て広く需要家全体から回収する制度や、廃炉のための資金を管理する積立金制度を創設し

ます。 

 関係閣僚は密接に連携し、一日も早い福島の復興・再生に向け、道筋を具体化していた

だきたいと思います。 
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○菅内閣官房長官 プレスの方は御退室願います。 

 

（報道関係者退室） 

 

○菅内閣官房長官 以上をもちまして、第44回原子力災害対策本部会議を終了させていた

だきます。 

以上 


